
資料２－１ 

東日本大震災における下水道管東日本大震災における下水道管、
下水処理施設の被害及び復旧状況について 

 

平成２３年６月６日 

国土交通省 下水道部 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 



 東日本大震災における下水処理施設の主な被害概要 

都道府県名 (上段) 全処理場数 
(箇所) 

(上段) 被災処理場数 
(箇所) 

うち稼働停止中 
施設数 

(箇所) ※1

被害報告額 
(億円) ※2 

(箇所) ※1

(下段) 被災市町村の 
下水管総延長(km) 

(下段) 被災した下水管延長 
(目視調査ベース)(km) 

岩手県 45(箇所) 10(箇所)       うち6(箇所) 312(億円) 

3,747  (km)        24  (km) 

宮城県 41(箇所) 38(箇所)       うち8(箇所) 2,133(億円) 

9,702  (km)        423  (km) 

福島県 64(箇所) 17(箇所) うち3(箇所) 523(億円)福島県 64(箇所) 17(箇所)       うち3(箇所) 523(億円) 

5,107  (km)        191  (km) 

茨城県 45(箇所) 24(箇所)       うち1(箇所) 227(億円) 

9,679  (km)        208  (km) 

1 ※1 H23.6.6現在の公表資料 
※2 ：国土交通省HP：平成23年発生災害 公共土木施設被害報告額（H23.5.13現在）(処理場・下水管被害含む) 



被災状況（平成２３年６月６日時点） 

仮設配管による応急復旧
状況（千葉県 習志野市） 

①管路施設 

約９６０kmで被害【1次調査（目視による調査）ベース】 

管渠総 約 被災率約※管渠総延長約６６,１００km、被災率約１％

液状化 よる隆起 た

• 仙台市の被害延長は２２㎞（市内総延長約４,４００kmのうち約０.５%） 
• 液状化した浦安市では３４㎞が被災（市内総延長約２９０kmのうち約１割）

仮設のポンプや配管などにより汚水の流下機能を確保 

液状化による隆起した
マンホール（千葉県浦安市) 

• 液状化した浦安市では３４㎞が被災（市内総延長約２９０kmのうち約１割）
 

②処理施設 

津波などにより１８箇所で稼働停止 宮城県県南浄化センター※内１箇所は汚泥処理場津波などにより１８箇所で稼働停止

沈殿・消毒による暫定的な簡易処理などの応急対
策（別位置も含む）を完了（１３箇所）

宮城県県南浄化センター 
の仮設沈殿池 

※内１箇所は汚泥処理場 

策（別位置も含む）を完了（１３箇所）

応急対応準備中（２箇所） 

今後の汚水流入の状況等に応じて対応予定（２箇所） 

東北地方で最大規模の仙台市 
南蒲生浄化センター（処理人口 
約７０万人）は津波により壊滅的 
な被害。 
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下 水 処 理 施 設 

 下水道施設の被害及び応急復旧状況(６月６日時点) 

被害状況 震災当初 現     状 

○震災当初は１２０箇所が被災し、４８箇所が稼働停止。その後、復旧等が進んでいるが未だ１８箇所で稼働停止中。 

稼働停止 ４８ １８ 

応急対応中 １１ 

別位置にて応急対応中  ２ 

応急対応準備中  ２ 

汚水発生なし  ２ 

汚泥処理場  １ 

一部停止 ６３         － 

不明(福島第一原発周辺) ９ ９不明(福島第一原発周辺) ９       ９

正常に稼働 －        ９３ 

計 １２０         １２０ 

下 水 管 

総都道府県数 総被害市町村等数 総延長 被害管路延長(一次調査) 被災率 

○全国の自治体の応援のもと、被災した市町村等の管路を点検(一次調査)した結果、被災率は約１％。 

雨 水 ポ ン プ 施 設 

１１都県 １３７市町村等 約６６,１００ｋｍ 約９６０ｋｍ 約１％ 

総都道府県数 総稼働停止中施設数 流入雨水への対応 

３県 ２４箇所 
（６箇所は排水対象地区なし） ６月中を目途に応急対応完了予定 
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 下水処理施設の被災及び応急復旧状況 

被災状況 応急復旧状況被災状況 応急復旧状況

野田浄化センター 

田老浄化センター 

大平下水処理場 

大船渡浄化センター 

陸前高田浄化センター 

大槌浄化センター 

気仙沼終末処理場

仮設沈殿池 
（宮城県 県南浄化センター） 

石巻東部浄化センター 

仙塩浄化センター 

南蒲生浄化センター 

雄勝浄化センター 

気仙沼終末処理場

津谷街浄化センター 

県南浄化センター 

相馬市下水処理場 

北泉浄化センター 

浪江浄化センター 

汚泥リサイクルセンター 

山元浄化センター 

小高浄化センター 

凡例 

膜処理ユニットによる処理場と別位置 
での応急対応（陸前高田市） 

北地区浄化センター 

南地区浄化センター 

富岡浄化センター 

蛇谷須浄化センター 双葉浄化センター 

新町浄化センター 

那珂久慈ブロック広域汚泥処理施設

広野浄化センター 

流入汚水なし（6箇所） 

汚泥処理場（1箇所） 

〈稼働停止している下水処理場〉 

応急対応中（11箇所） 

那珂久慈ブロック広域汚泥処理施設

不明（9箇所） 
〈被災状況不明の下水処理場〉 

津波により被災した下水処理場 
（仙台市 南蒲生浄化センター） 

ほぼ通常処理まで復旧済み
又は本復旧済み 
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 下水道地震・津波対策技術検討委員会について 

下水道地震・津波対策技術検討委員会

【設置趣旨】

下水道地震 津波対策技術検討委員会

○国土交通省と（社）日本下水道協会とが共同で４月１２日に設置 

【設置趣旨】
○被災下水道施設の適切な応急復旧を行い、再度災害を防止する本復旧を行うため、今後の復旧のあり方を 
  とりまとめる。 

【下水道地震 津波対策技術検討委員会 委員】【下水道地震・津波対策技術検討委員会 委員】
 委員長  濱田 政則  早稲田大学理工学部社会環境工学科 教授 
 委員   今村 文彦  東北大学大学院工学研究科附属災害制御研究センター 教授 
 委員   大村 達夫  東北大学大学院工学研究科土木工学専攻 教授 

委員 中林 樹 明治大学政治経済学科研究科 特任教授 委員   中林 一樹  明治大学政治経済学科研究科 特任教授 
 委員   野村 充伸  日本下水道事業団 技術戦略部長 
 委員   藤間 功司  防衛大学校システム工学群建設環境工学科 教授 
 委員   藤本 康孝  横浜国立大学工学部電子情報工学科 准教授 

委員 松尾 修 (財)先端建設技術センタ 普及振興部長 委員   松尾  修     (財)先端建設技術センター 普及振興部長 
 委員   安田  進    東京電機大学理工学部建設環境工学科 教授 

○再度災害の防止、段階的な機能回復等の観点から、下水道施設の復旧に あたっての技術的留意事項を 

早急にとりまとめ ４月１５日に被災をうけた自治体 周知

下水道施設の復旧にあたっての技術的緊急提言 

  早急にとりまとめ、４月１５日に被災をうけた自治体へ周知
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下水道施設の復旧にあたっての技術的緊急提言の概要（１） 

「下水道地震・津波対策技術検討委員会」（委員長：濱田政則早稲田

大学教授）第１回委員会において、緊急提言。 

国土交通省から被災都県 政令指定都市あて発出(4月15日)→国土交通省から被災都県・政令指定都市あて発出(4月15日)
  

緊急提言の概要緊急提言の概要

 ①公衆衛生の確保の考え方 

   ・未処理下水の排除機能の早期点検未処 下水 排除機能 早期点検

  ・仮設ポンプ、仮配管による下水の排除 

  ・下水道管渠を活用したマンホールトイレの設置 

②出水期に向けた緊急浸水対策の考え方 ②出水期に向けた緊急浸水対策の考え方

  ・被災した雨水管渠の流下能力の回復 

・雨水ポンプの早期修理、交換   雨水ポンプの早期修理、交換

   ・浸水想定エリア、避難所等に関する情報の周知 
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下水道施設の復旧にあたっての技術的緊急提言の概要（２） 

③下水道施設の復旧の考え方 
 

１ 緊急措置１．緊急措置 

 ・管路施設：下水の速やかな排除を最優先、マンホールからの溢水は近傍水路へ導入 

 ・処理施設：仮設ポンプ等による揚水機能の確保、消毒 
 

２．応急復旧 

 ・管路施設：管内の土砂排除、仮設ポンプ・仮設配管等によるバイパス 

施 存構造物を た沈 消毒 低 実施 的 向 ・処理施設：既存構造物を活用した沈殿・消毒は最低限実施､段階的処理レベル向上
 

３．本復旧 

管路施設 ・管路施設： 

  2006年版の耐震対策指針を適用（平成２０年の岩手・宮城内陸地震においてこれに基 

  づき補修された管路は今回ほとんど被災せず） 

 ・処理施設、ポンプ施設： 

  同規模の災害が発生したとしても、特に揚水ポンプ、自家発電設備、最初沈殿池につ   

いては最低限の機能を保持。必要に応じて、構造計算に津波荷重を考慮。  いては最低限の機能を保持。必要に応じて、構造計算に津波荷重を考慮。
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技術提言と下水道施設の復旧取組方針 

下水道施設の復旧にあたっての技術的緊急提言

震
災
発

緊急措置 応急復旧 本復旧 

発
生 

【管路施設】 【管路施設】 【管路施設】 

・従前の機能を回復 
・再度災害を防止 

・公衆衛生の確保 
・浸水被害軽減 

○都市内から下水を速やかに排除すること
を最優先 
○溢水のおそれがある場合は近傍の水路
まで誘導（最低限、消毒を実施） 
【処理施設】 
○溢水防止を最優先するため 仮設ポンプ

○管・マンホール内部に溜まった土砂の排除 
○仮設ポンプと仮設配管等による排水 
【処理施設】 
○既存の土木構造物を活用した沈殿及び消毒 
○段階的に処理レベルを向上(沈殿→簡易処
理→生物処理)

○現行の耐震基準による設計・施工

（震度７の宮城県栗原市では、Ｈ２０地震で被災し
補修した下水管は今回ほとんど被災なし） 
【処理施設】 
○再度災害防止の観点から、処理場位置・配置、
津波による衝撃緩和対策、高層階への機器設置、○溢水防止を最優先するため、仮設ポンプ

等を用いて揚水（最低限、消毒を実施） 
理→生物処理) 津波による衝撃緩和対策、高層階への機器設置、

防水対策等の配慮 
○同規模災害発生時でも、揚水ポンプ、自家発
電設備、最初沈殿池は最低限の機能保持 
○外部エネルギーへの依存率低減 
（省エネルギー、創エネルギーの徹底） ［例］仙台市の下水道復旧方針 

○管渠の早期調査・緊急対応 
 
○市街地での溢水回避のためのポ

○仮設脱水機による汚泥処理開始 
 
○仮設ポンプ設置による雨水の排水

①緊急措置 ②応急復旧 

○市街地での溢水回避のためのポ
ンプ場自家発燃料の優先確保等 
 
○沈殿＋消毒の簡易処理開始 

○仮設ポンプ設置による雨水の排水
機能確保 
 
○簡易処理の段階的レベルアップ 

市民のトイレ利用継続及び都市内衛生環境の保持については十分な緊急対応を図って
きたところであるが、今後公共用水域の水質保全にも順次取り組んでいく方針。 8 



 下水道における復旧等について 

下水道における復旧等の基本的な考え 
○都市 公衆衛生確保 ため 管渠にお は速やかに応急復旧 事を実施し 早期 本格復旧を目指す○都市の公衆衛生確保のため、管渠においては速やかに応急復旧工事を実施し、早期の本格復旧を目指す。 
  下水処理場においては、原形復旧を基本とし、早期の本格復旧を目指す。ただし、津波により下水処理場が壊 
  滅的な被害を受けているものは、再度災害防止等の観点を踏まえ、本格復旧に向けた方針や手法を検討する。 
○市街地の多くが津波被害を受けている地域においては、復興まちづくり方針に併せ下水道の復旧・再整備を 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

    検討していく。 
○雨水を排除するポンプ施設等については６月中を目途に応急対策を完了予定。 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月～

管渠・ポンプ場 

汚水 
（生活排水等）対策 
 

本復旧に向けた設計・施工等 
応急対策 

（仮設バイパス管の設置等） 

処理場 
 （被害が軽微なもの） 

本復旧に向けた設計・施工等 
応急対策 
（補修等） 

節水等の呼びかけ等 

処理場 
（津波等で被害が 
甚大なもの） 

ソフト対策

本復旧に向けた設計・施工等 
応急対策 

（沈殿＋消毒等の簡易処理） 

ソフト対策
 

大雨・洪水への 
対策 
 

復 向 施 等
応急対策

浸水時の危険性等に関する情報の広報等 

管渠・ポンプ場 

ソフト対策 
 

本復旧に向けた設計・施工等
応急対策

（仮設ポンプの設置等） 
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 下水管・雨水ポンプ施設の被災及び応急復旧状況（１） 

被災状況 応急復旧状況

（参考１） 

被災状況 応急復旧状況

【下水管】 【下水管】 

マンホールの浮上 仮設配管マンホ ルの浮上
(千葉県 浦安市) (千葉県 習志野市) 

【雨水ポンプ施設】 【雨水ポンプ施設】 

仮設ポンプによる排水状況 
（多賀城市 八幡雨水ポンプ場） 

ポンプ施設の損傷 
(亘理町 荒浜雨水ポンプ場) 
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 下水管・雨水ポンプ施設の被災及び応急復旧状況（２） （参考２） 

岩手県釜石市では、下水道管を通していた橋が津波で流された。 

復旧には1年かかるとみられていたが、新日鉄釜石が直径70センチ、長さ100メート
ルの鋼管を用意。の鋼管を用意。

下水道管として代用することで、2ヶ月で汚水を流せるようになった。 

 〈ポイント〉 

国土交通省東北地方整備局は｢災害で 臨時措置 として橋 構造計算国土交通省東北地方整備局は｢災害での臨時措置｣として橋の構造計算

  を優先的に行い、橋に鋼管を乗せる工事を許可。 

新日鉄釜石から3月下旬に代用品を用意できるとの申し出。釜石市によれ 

ば｢これだけ大きな鋼管がすぐ手に入ったのは『鋼鉄の町・釜石』ならでは｣

官民協力により 

早期復旧を実現 

  ば｢これだけ大きな鋼管がすぐ手に入ったのは『鋼鉄の町・釜石』ならでは｣

  とコメント。 

 

落下した水管橋 
平成23年3月28日 仮設配管 
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津波被害により稼働停止した処理場においては、沈殿・消毒による簡易処理などの応急対応
を実施

 処理施設の被災及び応急復旧状況 （参考３） 

陸前高田市の小規模膜処理施設（ R）

を実施。
陸前高田市においては、可搬式の小規模膜処理施設が活躍。（水質は再生水としても利用
可能なレベル） 

残存した沈殿池を活用した簡易処理 陸前高田市の小規模膜処理施設（MBR）残存した沈殿池を活用した簡易処理

膜  

仙台市南蒲生浄化センター 

仮設沈殿池を用いた簡易処理仮設沈殿池を用いた簡易処理

応急処理にMBRが活躍 
陸前高田市高い施工性が奏功 

MBRの可搬性、省スペース性等の長所が活

処理水 

搬 、 長
かされた。 
瓦礫処理の際に発生する粉じんも大きな課題
となっており、MBRプラントの高い処理水質を
活かした再生水利用も期待される。 

 
2011年4月27日 日本下水道新聞抜粋

宮城県県南浄化センター 

   2011年4月27日 日本下水道新聞抜粋
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東松島市では避難住民のトイレ確保策としてマンホ ルトイレが活躍

 マンホールトイレの活用 （参考４） 

東松島市では避難住民のトイレ確保策としてマンホールトイレが活躍。

避難所である矢本第一中学校では、マンホールトイレ９基が校庭の一角に設置され、
約９００人の避難者が利用。 

他の仮設トイレと異なり ンホ ルトイレは段差がないため 特にお年寄りに好評他の仮設トイレと異なり、マンホールトイレは段差がないため、特にお年寄りに好評
であった。 

マンホールトイレシステム概要
マンホールトイレの設置状況 手押しポンプとトイレ用水供給槽 

マンホ ルトイレシステム概要

洋式のマンホールトイレ 和式のマンホールトイレ 

＊マンホールトイレ導入のための支援制度 
｢下水道総合地震対策事業｣では、下水道施設の耐震化に併せ、一定案件を満たすマン

ホールトイレシステムの整備を財政支援の対象としている。 13 



災害復旧関係事業（下水道）における補助率等 

災害復旧関係事業における ※ 年間の災害復旧事業費が、災害復旧関係事業における
国庫負担は２／３以上※ 

 
 

交付税措置により実質的な地方公共団体の負担は低減される。 

激甚災害に指定されることにより 国庫負担率の嵩上げとなる

※ 年間の災害復旧事業費が、
 標準税収の1/2を超え、2倍に達するまでの額に相当する額については75％が国費 
 標準税収の2倍を超える額に相当する額については100％国費 

激甚災害に指定されることにより、国庫負担率の嵩上げとなる。 

国庫負担率の嵩上げにより、地方負担額が減少。 
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